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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹

　北海道の秋も終わり、いよいよ冬将軍の到来まじかである。今年の季節感は、想像以上に寒さが早く、この分では今月中にも根雪になるかもしれないとさえ思えてくる。いつも冬になれば思うのだが、札幌という街はとても過ごしやすいのだが、豪雪だけは勘弁してほしいと思う。そう思う方たちが増えたせいか、都心部のマンション住まいを希望する高齢者が増え始めており、交通の便のいい中古マンションの空き室が殆どない状態だという。新築でも造れば直ちに売れる状態なのだそうだ。でも、周りを緑豊かな森林に囲まれ、鳥のさえずる声を聴くことができる環境も捨て難いモノがあり、しばらくは今の家で過ごしていくことになりそうだ。
　女性閣僚2人辞任、安倍内閣支持率低下は予想外に低いようだ
　安倍内閣にとって、2人の女性閣僚の同時辞任という衝撃は、それほど大きな痛手にはならなかったようで、朝日新聞の調査などはむしろ支持率が微増していたのには驚かされた。もっとも、増えていたのは朝日だけで、その他の新聞などの世論調査では、さすがに若干ではあるが支持率が低下していたようだ。まだ、2~3の閣僚の身辺問題が残っているようだが、これ以上問題が進展しなければ政局への打撃はなさそうだ。
　問題は消費税10%への引き上げ問題だが、引き上げは当然だ
　それ以上に問題なりそうなのは、消費税率の引き上げ問題だろう。

　もちろん、小生などは3党合意によって来年10月から、予定通り10%に引き上げをすれば良いわけで、何故そんなに神経質になっているのか理解しがたいところではある。景気の問題についていえば、景気が少し低下すれば消費税の引上げなんてとんでもない、と言う声が強まり、景気が良い時でも、景気に水を差しかねない、と言って消費税率の引き上げにブレーキをかけるのが常である。このような意見に耳を傾けていれば、何時国民に負担の引き上げを求められるのか、財政規律は守られず、次の世代へのツケはますます膨らんでいくばかりである。
　スウェーデンの福祉国家、信頼度の高い国税庁に驚く日経記者
　今日3日の日本経済新聞のコラム「核心」欄に、懐かしい名前の編集委員が登場していた。大林尚欧州総局編集委員であり、「今は昔、高負担スウェーデン」と題し「『成長あっての財政』根づく」と大きな活字が躍っていた。大林氏は福祉国家スウェーデンでは、世論調査によれば信頼度が高い3番目に国税庁が挙げられていることに驚いている。税に関して、国民の税負担率は消費税に当たる付加価値税が25%、所得税と住民税を合わせた所得課税の最高税率は56,6%に達し、実に国民の96%が税負担をしているわけで、日本のそれと比較したとき、あまりにも大きなギャップがあることを指摘する。
「成長あってこその財政と社会保障」であるべきで、「成長だけで財政も社会保障も犠牲に」では困るのだ
と同時に、この国の根幹政策には、左右両派にしっかりとした超党派合意があり、選挙での争点の相違は殆どなく、確か別の新聞での報道だったが、今度の総選挙でも増税を競い合っていたという記事があったことに少々驚かされたことがある。大林編集委員は、最後の占めの言葉に「『成長あってこその財政と社会保障』。この普遍の理念にも、合意が醸成されてきた」と述べていた。この言葉は、かつて「強い経済・強い財政・強い社会保障」と訴えた民主党政権時代のスローガンを思い出させるのだが、果たして、大林編集委員はどんな思いでこの言葉を聞かれたのだろうか。所詮、国の形は社会保障の大小で決まってくるのだ。医療費の自己負担はなく教育費も大学までは無料と言う現実を、どのように感ぜられているのだろうか、かつて社会保障を担当しておられた大林編集委員から、一度お聞きしてみたいものだ。日本のアベノミクスは、成長は強調されるのだが、財政や社会保障は二の次になっていないだろうか。経済・財政・社会保障が三位一体になるよう、成長は国民生活充実に結び付くよう、バランスよく国のかじ取りを進めて欲しいものだ。
日銀の追加金融緩和策の決定、円安・株高にはなるが日本経済はどうなるのか
さて、日銀の10月31日に決定した金融緩和は、サプライズなものとして受け止められ、円安とともに株価の上昇をもたらしたようだ。31日のニューヨーク市場でも日経平均の先物が17,000円台に突入したようで、今週の東京市場も17,000円台に突入しそうである。円ドルレートも、3日のロンドン市場ではあっという間に1ドル113円にまで引き上がったようだ。
今回の日銀の政策決定会合では、9人の政策委員の内4人が反対し、辛うじて5人の賛成によって決まるというきわどいもので、異例の事態と言えよう。その理由は議事録が公表されていないので明確にはなってはいないのだが、2年で2%と言うインフレターゲットが事実上難しくなってきたことがあるようだ。10月末に公表された9月の全国消費者物価指数は、生鮮食料品及び消費税増税分除きで前年同月比1,0%と、到底2%目標に到達できそうになくなっていた。これ以上金融緩和を追加したとしても、円安と株価を始めとする資産価格の上昇は進むとしても、輸出数量の上昇やそれに伴う設備投資の拡大、雇用の増加は望むことができないと見る政策委員が多かったのではないかと思われる。
日銀は消費者物価上昇率2%と言う数値にこだわり続けるのか
また、10月末に公表される日銀の展望レポートで、物価見通しが何もしなければ1%代半ばで2％にはならないことが、今回の追加緩和をもたらしたという報道もあるが、真相は明らかになっていない。ちなみに、展望レポートでは、今回の追加の金融緩和措置を加味して15年度は1,7%の消費者物価上昇になると予測している。それほどまでして2%と言う数値にこだわる必要があるのだろうか。1%台でも、すでにデフレからの脱却と見ていいのであり、2%にならなければどうしても駄目だ、と言うかたくなな態度には驚いてしまう。問題なのは、いくら金融緩和をしても、経済成長率の高まりが一向に進まないことであり、金融政策だけに頼り切ることは異常な経済に陥る危険性がますます高まるだけである。
今回の異常な金融緩和策に、与野党の責任者は批判的
それにしても、30兆円増やして80兆円もの追加緩和による長期国債の購入や、ETF(上場投資信託)及びREIT(不動産投資信託)の購入量もこれまでの3倍に増やすという異常な措置には正直言って驚かされる。アメリカのFRBが金融緩和の出口にたどり着いたというのに、日本では更なる金融緩和と言う対照的な政策は、日本経済だけでなく世界まで巻んで一体どのような展開をこれから示していくのだろうか。まことに無謀な金融緩和が継続されたと言わざるを得ない。この金融緩和に対して、野党民主党の海江田代表が『国を売るもの』と言う厳しい批判をしていたが、与党側でも谷垣幹事長や公明党の山口代表も厳しい評価をしているのは当然であろう。
更なる円安は国民生活圧迫、資産運用家には巨額の利益確保、出口は見えない。こんな酷い金融政策には大反対だ!
今週の4日から、消費税の引き上げに関する有識者からのヒアリングが開始されることになっている。今回の日銀の追加金融緩和は、消費税の引き上げに向けた環境づくりを進めたのでは、と言う説もあるが、それにしては今回の金融緩和の与える衝撃は、問題が大きすぎるように思われる。GDPの7割にまで達した金融緩和はアメリカの3倍にも達する巨額なレベルであり、この日本の抱えた膨大な金融緩和からの出口政策をどうするのか、まことに深刻な問題を抱えたとしか思えない。

更なる円安による国民生活の圧迫、一握りの資産運用家や投資家の巨額の利益の確保に繋がる金融政策には、声を大にして反対と言わざるを得ない。なんだか、日本経済の先行きには、とんでもない悲劇が待ち受けているように思えてならない。
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